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1 はじめに
生活保護制度は、他の法律や制度を利用し尽くしでもなお生活に困窮する場合に、生活保護費
により生活費の不足分を補う制度である。日本国憲法は、第 25条において「国民は健康で文化
的な最低限度の生活を営む権利を有する」と規定し、国民は最低生活の保障を権利として主張す
ることができるとともに、国民に健康で文化的な最低生活を保障することは国の義務であること
を明らかにしている。生存権を実際に具現化するための制度のーっとして制定されたのが生活保
護法であり、第一条は、「この法律は、日本国憲法第 25条に規定する理念に基づき国が生活に困
窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行ない、その最低限度の生活
を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする」とうたっている。
自分の生活は自分の責任で営むという、いわゆる自己責任の原則からすると、時と場合によっ
ては誰でも生活困窮に陥る可能性をもっている。そのため国民生活の最後の砦としてのセーフテ
ィーネットとして生活保護制度が機能するものであり、貧困は一定の限度でくいとめられる。ま
た、この制度は、単に生活に困窮している国民に対して最低生活を保障するということにとどま
らず、さらに積極的にそれらの人々の自立の助長を図るのを目的としている。
生活保護制度の基本となっている考え方は、生活保護法に 4ヵ条の規定があり、①国家責任に
よる最低生活保障の原理、②保護請求権無差別平等の権利、③健康で文化的な最低生活保障の原
理、④保護の補足性の原理の四つの基本原理がうたわれている。これは同法第5条で生活保護法
の「基本原理」であると明記されている。
なかでも補足性の原理はきわめて重要な原理であり、急迫した事由がある場合の保護を除い
て、資産能力等の活用、扶養義務の優先、他法による扶助、他の施策の優先が規定されている。
生活保護の実務上は、保護の申請者が、①収入、 Z資産、③稼働能力、④他法他施策を十分に活
用したかどうかが保護の実施要件となってくる=このように現行の生活保護制度が創設されて、
既に半世紀以上が経過してきているが本制度はそのまのほ大きな制度改革も行われずに今日まで
至っており、さまざまな問題が派生してきているこ
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2 生活保護の動向
保護の動向も日本経済の成長とともに減少傾向を続けてきたが、 1991 (平成 3)年からのバブ
ル景気崩壊後の不況等を反映して、保護の動向も 1995(平成7)年度(保護率 7.00/0) を底に被保
護人員、保護率ともに急激に増加しており、 1950(昭和 25)年の本制度発足以来、特筆すべき増
加傾向で推移している。表 lのとおり、わが国の生活保護受給者数は、 2001 (平成 13)年度に約
114万8千人で前年度より、 7.1%増え、 1950(昭和 25)年の制度発足以来の最高の増加率となっ
た。生活保護の受給者数は 1995(平成7)年度の約 88万2千人から増加に転じ、 1999(平成 11)
年度約 100万4千人(前年度比 6.1%増)、 2000(平成 12)年度約 107万 2千人(前年度 6.7%
増)と伸ぴ続け、最近の速報値の 2004(平成 16)年3月現在、生活保護受給者数は約 139万 l千
人、世帯数97万2千世帯、保護率 10.90/0(千分比)と増加の一途を辿っている。その大半が都
市部での増加であり、埼玉県、千葉県、東京都、大阪府などの都道府県で増加率が大きく、保護
率では大阪市、神戸市、札幌市、川崎市の政令市の伸びが著しい状況を示している。
次に、保護動向の特徴をみると、 1995(平成7)年度から 2002(平成 14)年度の聞に約 36万人
増え、その内、 60歳以上の高齢者がその大半を占めている。最近の傾向としては、被保護世帯
の92.3%が、障害・疾病、高齢、母子等何らかのハンデイキャップを有する世帯構成となって
おり、なかでも高齢者世帯の構成割合が、 1985(昭和 60)年度の 31.2%から、 2002(平成 14)年
表 1 被保護世帯、人員、保護率の推移
被保護世帯 被保護人員 保護率
年度
(0/0) 実数(世帯) 指数 実数(人) 指数
1985 (昭和60) 780，507 100.0 1，431，117 100.0 11.8 
1993 (平成5) 587，106 75.1 883，112 61.7 7.1 
1994 (平成6) 595，407 76.3 884，912 61.8 7.1 
1995 (平成7) 601，925 77.1 882，229 61.6 7.0 
1996 (平成8) 613，106 78.6 887，450 62.0 7.1 
1997 (平成9) 631，488 80.9 905，589 63.3 7.2 
1998 (平成 10) 663，060 85.0 946，994 66.2 7.5 
1999 (平成 11) 704，055 90.2 1，004，472 70.2 7.9 
2000 (平成 12) 751，302 96.3 1，072，238 74.9 8.4 
2001 (平成 13) 805，169 103.2 1，148，088 80.2 9.0 
2002 (平成 14) 870，931 11.6 1，242，723 86.8 9.8 
資料:福祉行政報告例
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度の 46.3%と増高し、その高齢世帯の大半の 87.8%が単身世帯となっている。
また、被保護世帯の構成人数をみると、二人以上の割合が減少し、単身世帯が増加しているこ
となど貧困の様相の変化が際立っていること等保護の動向についての概要が把握できる。(表2
表 2 世帯類型別構成比の推移 (単位:%) 
高齢者世帯 傷病・障害世帯 そのイ也年度 母子世帯
世帯総数 単身(内数) 総数 単身(内数)
1985 (昭和 60)年度 31.2 82.1 14.6 44.8 82.1 9.3 
1993 (平成5)年度 41.1 87.4 9.3 42.3 74.7 7.2 
1994 (平成6)年度 41.1 87.3 9.0 42.1 75.7 7.1 
1995 (平成7)年度 42.3 88.1 8.7 42.0 76.5 6.9 
1996 (平成 8)年度 43.2 89.3 8.4 41.6 77.2 6.8 
1997 (平成9)年度 44.0 88.5 8.3 41.0 77.8 6.7 
1998 (平成 10)年度 44.5 88.4 8.2 40.4 78.1 6.9 
1999 (平成 11)年度 44.9 88.3 8.3 39.6 78.1 7.1 
2000 (平成 12)年度 45.5 88.1 8.4 38.7 78.1 7.4 
2001 (平成 13)年度 46.0 87.9 8.5 37.8 78.3 7.7 
2002 (平成 14)年度 46.3 87.8 8.6 36.7 78.3 8.3 
資料:福祉行政報告例
表3 世帯人員別被保護世帯数の構成割合の推移
区分 1992 (平成 4)年 2002 (平成 14)年 備考
l人世帯 68.6% 73.5% +4.9ポイント
2人世帯 18.5% 16.9% -1.6ポイント
3人以上世帯 12.9% 9.6% -2.3ポイント
平均世帯人員 1.53人 1.42人 -0.09ポイント
資料:被保護者全国一斉調査
表4 世帯類型別被保護世帯数の推移
区分 1997恒例年度 構成割合(90 2∞3 H 15)年 1月 構成割合(%) 増加率(%)
j3f也与、 数 630，577世帯 100.0% 9-P.796世帯 100.0% 150.3% 
高齢者世帯 277，409世帯 44.0% -s8.2-t7世帯 46.2% 158.0% 
母 子 世 帯 52，206世帯 8.3% 83.793世帯 8.8% 160.5% 
傷病・障害者世帯 258，558世帯 41.000 338.932世帯 35.9% 131.1% 
その他世帯 42，404世帯 6.700 86.824世帯 9.1% 204.8% 
資料:福祉行政報告例
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. 3のとおり)
最近の保護の動向で、特に急激な増加傾向がみられた 1997(平成 9)年度と 2003(平成 15)年
11月の被保護世帯の世帯類型を比較してみると「母子世帯」ゃ「その他世帯Jといった就労の
可能性が考えられる世帯や、あるいは稼働労力のあるものが含まれる世帯の増加が著しい。これ
は、不況による離職や失業によるもの、また、今日の社会・経済情勢が如実に反映され、家庭の
崩壊、離婚等の増加が原因になっての保護の申請、決定へとつながったものと考えられる(表4
のとおり)。
3 保護の増加要因
こうした保護の増加要因は、一般論としては「専ら長ヲ|く不況や高齢化」があげられ、確かに
雇用面でみると、完全失業率と保護率のあいだには相当の因果関係が認められている。保護動向
に影響を与える主な要因としては、景気の動向等経済的要因や高齢化の進行・核家族化などの社
会的要因、他の福祉サービスや制度の整備状況、生活保護の実施機関としての福祉事務所の実施
体制等が考えられる。保護の増加の要因は、こうした経済・社会要因の次に挙げられるのは、実
施体制の不備が考えられる。
ここ数年来の生活保護の受給者の爆発的な増加にともない、保護の申請相談や保護の継続ケー
スへの助言指導、自立への支援、受給要件の調査(ミーンズテスト)等に対応する生活保護現業
員(ケースワーカー)、そして生活保護運営の要といわれる指導監督を行なう査察指導員 (sv)
の不足が際立つてきている。社会福祉法第 16条には現業員の配置基準が定められており、市部
においては生活保護受給世帯 80世帯に対して 1人の現業員を配置するように規定されている。
にもかかわらず、福祉事務所設置自治体の財政状況からくる職員の定数管理の厳しさを反映し、
保護の爆発的な増加といった保護の動向に対して適切な職員の増配置がなされずに、その結果、
なかには現業員 1人で 130世帯を担当するといった福祉事務所も散見されるような大変な状況が
でてきており、生活保護制度そのものの根幹を揺るがしかねないような事態を招くことが予測で
き、実施主体としての自治体は早急な対応が迫られている(表5のとおり)。
表5 査察指導員、現業員の不足数、事務所数
区 分 1995 (平成7)年 2003 (平成 15)年 備考
査察指導員の不足数 5人 157人
査察指導員不足福祉事務所数 3ヵ所 108ヵ所
現業員不足数 25人 1，089人
現業員不足福祉事務所数 21ヵ所 269ヵ所
資料:厚生労働省社会・援護局監査指導課
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表6 査察指導員・生活保護現業員の状況
査察指導員 現業員
年 度 現業員未 総数 現業経験 l 構成比総数 経験者数 構成比 年未満者数
1994 (平成6)年度 2，122 564 26.6 9，163 1，942 21.2 
1995 (平成7)年度 2，094 576 27.5 9，227 2，061 22.2 
1996 (平成8)年度 2，133 594 27.8 9，502 2，141 22.5 
1997 (平成9)年度 2，130 645 30.3 9，604 2，056 21.4 
1998 (平成 10)年度 2，134 577 27.0 9，647 2，120 22.0 
1999 (平成 1)年度 2，146 630 29.4 9，784 2，157 22.0 
2000 (平成 12)年度 2，151 639 29.7 10，102 2，325 23.0 
2001 (平成 13)年度 2，202 634 28.8 10，430 2，452 23.5 
2002 (平成 14)年度 2，220 616 27.7 10，847 2，577 23.8 
2003 (平成 15)年度 2，268 592 26.1 1，406 2，838 24.9 
資料:厚生労働省社会・援護局監査指導課
現業員の経験年数についてみると、業務経験 1年未満の現業員数が増加しており、その構成比
は、 1994(平成6)年度の 21.2%から 2003(平成 15)年度の 24.9%と3.7ポイントも大幅に増加
し、福祉事務所において対人福祉サービス、被保護者の自立支援に携わる現業員の力量低下を招
くとともに、一方で現業員経験のない査察指導員が3割近くもみられるなど査察指導機能の低下
も著しく、福祉事務所の組織力、指導力の弱体化に拍車がかかっている(表6のとおり)。
また、保護の実施体制については、旧社会福祉事業法で現業員が「法定数jとして規定されて
いたが、規制緩和のうねりの中で社会福祉事業法が社会福祉法に改正され、「法定数」から「基
準数jとして規定しなおされた。その結果、各自治体の行財政状況が非常に厳しい中、ただでさ
え基礎自治体の職員補充がままならない状況下でこの「基準数」の規定が現業員の職員を補充し
ないことの免罪符になってしまっている。
以上のように、実施体制の不備は、保護の妥当性の検証としての扶養義務調査や資産調査、収
入や稼働の状況、傷病世帯への病状の把握等の調査が十分に行なえずに保護の的確な決定・実施
に不安を残すことになる。そして、何よりも重視しなければならないのは、被保護世帯への自立
にむけての支援活動に時間を当てられないため、家庭訪問や面接による懇切丁寧なケースワーク
が行なえないといったことや、経験の浅いケースワーカーが多く被保護世帯に対する適切な援助
活動ができないといった現象が、更に保護の増加を生みだす結果を招いているように思われる。
次に、保護の増加の要因として考えられるのは、大都市部における扶養意識の希薄化が考えら
れる。これまで、扶養意識の希薄化が及ぼす保護動向への影響についての調査、研究されたものは
少ない。また、公的扶助である生活保護制度の扶養義務の規定が、保護の補足率にどのような影
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表7 福祉事務所の扶養能力調査の状況 (全国)
年度 開始ケース 調査 調査 扶養 扶養調査 扶養義務 扶養不能 未回答総数 実施数 実施率 履行率 先件数 履行件数
H.9 19，044 9，920 52.1 2.88 26，135 753 19，850 5，178 
H.lO 25，065 13，405 53.5 2.72 33，983 926 26，242 6，552 
H.ll 14，840 1，327 76.3 2.52 32，483 820 24，606 6，815 
H.12 16，692 1，025 66.0 2.53 28，765 730 22，743 5，292 
H.13 21，644 12，392 57.3 2.15 34，346 739 26，440 6，953 
H.14 23，325 18，511 79.4 2.11 51，936 1，099 40，693 9，893 
資料:厚生労働省社会・援護局監査指導課
響を与えてきたかを科学的に実証することは困難であるが、経験則としては扶養義務規定が制度
利用者の要保護者にとって心理的抑制となり、利用しにくいシステムになっていたことは推論で
きる。
これまでの生活保護制度の扶養義務の規定は、特に親族間の扶養は生活保護における相談申請
への抑止効果として機能してきた。現在、わが国の都市部における権利意識の高揚や扶養意識の
希薄化、核家族化の進行、個人主義の浸透といった社会的現象はもはや留まるところを知らず、
生活保護制度における扶養履行率の推移についても表7のとおり、減少傾向で推移している。
このように親族間の扶養意識の崩壊とともに制度利用者としての権利意識の変化及び行動変容
は、生活保護の動向に少なからず影響を与えている。こうした傾向は、生活に困窮すれば当然の
権利として保護の申請が行なわれるのであるが、扶養義務者は扶養義務の不履行といった罪障感
から開放され、当然結果として扶養履行がなされないという現実が生まれてきている。例えば、
離婚後、前夫への扶養要請を行なわず、直ちに権利性の主張として生活保護の申請を行なう母子
世帯も増加している。こうした社会情勢を背景に生活保護を受給する生別母子世帯の増加が、実
数、率ともに顕著となってきている。特に生活保護における母子世帯への扶養義務者の扶養履行
の低位性が、保護増加に寄与しているものと考えられる。
3点目の増加要因としては、最低生活の保障水準のあり方があげられる。生活保護の制度目的
が最低生活の保障と自立助長にあることは言うまでもなく、文化的で最低限度の生活が保障され
ることにある。その生活保護制度のもう一つの目的である自立助長を図ること、すなわち生活保
護から脱却する自立は、世帯構成等の実情から実質的な保護水準を充足するまでの収入を得るこ
とが困難な状況下にあり、自立が難しい現実となっている。
例.母子3人 (30才女(就労)、 9才子(小学生)、 4才子〕の世帯の l級地の 1の
最低基準額 249，650円(平成 15年度) (住宅扶助特別基準額を含む〕
経済的側面に注目して言えば、要保護者の収入が年金のみや不安定就労、低賃金労働によるも
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のが大半となっており、これらの収入のみでは国が保障する最低生活の基準及び実質保障水準を
満たすことができないのであり、年金制度や雇用施策の充実が望まれる。
したがって生活保護の開始と保護廃止との関係において開始の入り口ばかりが広く、廃止の出
口が狭くなっていることにより保護が増加するというシナリオになっている。保護基準について
は、格差縮小として一般の勤労世帯の収入を 100 とした場合、被保護勤労世帯が 70~80% の水
準に貧困ラインとして設定されている。近年、この貧困ラインについて非課税世帯や低所得者層
等との均衡からより適正な保護水準のあり方が関われている。
4 生活保護制度をめぐる動き
生活保護制度は、最近の保護動向をみても、非常に厳しい状況になってきているが、制度その
ものは今日まで大きな改正も行なわれずに、経済成長期においては毎年の基準改定や、実施要領
の改正、各種加算の創設など、さまざまな通達行政によって対応してきた。そのために、今日の
社会情勢にそぐわなくなってきた制度上の問題も多くみられ、社会的にも不公平感が否めない状
況もいろいろとでてきている。制度そのものは、一旦起こすと低位改定や廃止は困難になり既得
権化しやすい。
さて、この生活保護制度は憲法第25条に規定されている、「すべての国民が健康で文化的な最
低限度の生活を営む権利を有するjの理念に基づき、国民の生存権を保障する制度として、 1950
(昭和25)年5月に公布・施行されたものであり、 1947(昭和21)年に制定された目活保護法とは
違って、新制度においては国民の保護請求権についても、一定の要件〔①日本国民であること、
②生活に困窮していること(法第 12条ないし第 18の各号に掲げるものの給付を必要とするもの
であること、③法第4条 1項にいう資産、能力その他あらゆるものを最低生活維持のために活用
していること〕を満たす場合には保護を受ける権利を有するものとし、この権利が国民すべてに
対し無差別平等に与えられていることを明定している。
この新生活保護法は、制定以来、わが国の社会保障の根幹をなす制度として、また、広く国民
の生活を支える制度として、その果たしてきた役割ははかり知れなく大きいものがある。しか
し、この半世紀の聞に社会経済構造は大きく変化L、国民生活の向上にともなって、社会保障制
度、とりわけ社会福祉の分野において、新たなニーズが次々と生まれてきたO こうしたニーズに
対応するため、社会保障制度が順次創設され、その内容もその時々に見合うように変更されるな
どして、わが国の社会福祉は大きく拡充されてきた=
生活保護制度は、社会保障制度の中心的な役笥を果たLてきたが、 1959(昭和34)年の国民健
康保険法・国民年金法の成立によって、医療保険や年金保険の社会保障費に占める割合が増大し
てきた。 1950(昭和25)年に社会保障費のうち生活保護費の占める割合は 33.6%であったのが、
1975 (昭和50)年には 13.6%になり、 1999 平安 11 年には 7.2%まで下がってきたが、 2002
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(平成 14)年には最近の保護の動向を反映して 8.5%と少し上昇傾向がみられる。こうした傾向
は、わが国の社会保障(福祉)制度の充実がが図られてきたことにより、国の予算面からみると
生活保護費の占める率は下がってきているものの、国民の最低生活を保障する本制度の役割(ナ
ショナルミニマムとしての)は依然として揺るぎのないものである。
政府は、 1996(平成8)年に「社会保障の構造改革について」を示し、その中で、 21世紀に向
けて少子化・高齢化の進展に伴い、社会保障費用は増大せざるを得ない状況にあるが、経済基調
の変化、財政事情の悪化等を背景に、社会保障制度に係る負担の抑制を図る観点から社会保障制
度の合理化、制度運営の効率化が求められているとしている。また、一方では社会保障制度につ
いては、社会経済のセーフテイネットとしての役割を果たすなど、国民生活の安定にとって不可
欠なものとなっている。従って、社会保障制度については、経済の活力を損なわず、また国民に
過重な負担を課すことのないようにしながら、国民のニーズに応じた適切な給付が確保できるよ
う、社会保障の構造改革の推進が必要であるとした。
これを受けて社会保障関係審議会会長会議が示した「社会保障構造改革の方向J(中間まと
め)の中で、公平・公正の確保が基本的な考え方として示されている。社会保障は、もともと公
平性を基軸とした制度であり、社会経済の分野では安全網(セーフテイネット)としての役割を
果たす上で公平・公正の確保は特に重要であり、医療、年金、福祉の各分野において、制度を通
じて給付と負担の公平・公正を図ることが改革を進めるうえでの重要なポイントとして取り上げ
てられている。
社会福祉の分野においても、 1997(平成9)年から、「社会福祉基礎構造改革」が議論され、そ
の中で、これからの社会福祉は従来のように限られた者の保護救済にとどまらずに、国民全体を
対象として、社会連帯の考え方に立った支援を行い、個人が人として尊厳をもって、家庭や地域
のなかで障害の有無や年齢にかかわらず、その人らしい安心のある生活が送れるよう自立を支援
することにあるとし、さらに、サービスの利用者と提供者との聞の対等な関係や、サービスの選
択を可能にするための事業の透明性の確保、高齢化の進展により増大する福祉サービス費用の公
平かっ公正な負担、等が改革を進める上で、の基本的な考え方として示されている。この中で、生
活保護制度の今後の在り方については、国民生活や社会保障制度の動向を踏まえ、別途検討する
とし、社会保障の根幹をなす本制度の在り方の検討は見送られた。
しかし、 21世紀の国民の最低生活をどうコンストラクト(構築)していくかは、本来、社会
福祉に関する諸課題を検討する前に、社会保障制度としての生活保護制度、あるいは年金制度や
医療制度の検討がまずなされるべきであったろうし、生活保護制度は、基本的には「貧困者の救
済の制度である」ことを認識し、生活に困窮する国民の最低生活の保障という社会保障的側面
と、その自立を助長するという社会福祉的な側面をも併せもつ制度であることからすれば、本制
度の検討は早急になされるべきであった。
2000 (平成 12)年6月に「基礎構造改革」の報告を受けて、「社会福祉増進一括法」が制定さ
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れて、上記の理念や基本的な考え方を具体化するため、社会福祉事業法(社会福祉法へ)をはじ
め関係法令の改正がなされた。しかし、生活保護法の改正は、法文中の用語(収容を入所に改め
る)の改正にとどまった。
その後、 121世紀に向けての社会保障J[2000 (平成 12)年 10月]の中では、社会保障におけ
る給付の基本的な考え方が示されており、①我々の社会においては、生計は、基本的には個々人
の責任と努力に委ねられている。②社会保障は、このような個人の自立、自助努力を基礎とする
我々の社会の在り方に適合したものでなくてはならず、個人が様々な困難に直面した場合に自助
努力を補い、支える安全装置(セーフテイネット)の役割を果たすべきものである。セーフテイ
ネットの役割を果たすために、必要な給付は確実に保障されなければならない、とし生計の維持
はまず自助努力であり、社会保障は自助努力を補完するもの(支える安全装置)として捕らえら
れており、時代的背景を反映している。
また、一方で給付の効率化と合理化の項では、①社会保障は、ともすれば過剰給付やモラルハ
ザードが発生しやすく、また、一旦始めた給付を引き下げたり、廃止することは困難で、あり、既
得権益化しやすい側面がある。社会保障が社会全体の支え合いにより成り立つ以上、給付を受け
る者と負担する者の公平に配慮し、効率的な制度となるように不断の見直しが必要である。②あ
わせて、社会保障制度が複雑になると、制度の理解が進まず、制度の内容を熟知したもののみが
給付が受けられるという事態が生じやすく、分かりやすい仕組みであることが望ましい、と記さ
れており、現行生活保護制度のもつ問題点を如実に示している。例えば、級地間格差と消費水準
等生活実態との希離や、加算制度の在り方や、外国人対する保護の適用(準用)等。
時を同じくして、 2000(平成 12)年 12月には、「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉
の在り方に関する検討会」から報告書が出され、その中で、制定 50周年を迎えた生活保護制度
について、経済社会の変化、貧困の様相の変化(高齢単身者の増加等)を踏まえ、保護要件、適
用方法、自立支援機能、保護施設機能、社会保険制度との関係などの諸論点について、最低生活
の保障を基本に、本報告書で指摘した新たな形の社会的課題〔①新たな「公」の創造(ソーシャ
ル・インクルージョン)、②問題の発見把握それ自体の重視、③問題把握から解決までの連携と
統合的アプローチ、④基本的人権に基づいたセイフテイネットの確立〕をも視野に入れて検証を
行う必要がある、と述べられており、新しい時代の福祉の在り方として示された。
5 これからの生活保護制度の在り方
2003 (平成 15)年8月に政府の社会保障審議会では、「生活保護制度の在り方に関する専門委
員会」が設置され、生活保護制度の抜本的な見直しの議論が進められてきており、生活保護制度
の在り方についての中間取りまとめが平成 15年 12月 16日にだされ、生活扶助基準についての
考え方が示された。
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それによると、①70歳以上の高齢者への老齢加算は廃止の方向(平成 16年度から段階的に実
施されている)、②多人数世帯の最低生活費は減額の方向で見直し、③単身世帯の算定基準を見
直し、④民間最終消費支出をもとにした現行の最低生活費の改定方式、⑤母子加算の見直しは、
生活実態を把握し、自立支援策や他の施策との連携を踏まえて議論をしていく、としている。
また、 2004(平成 16)年 7月には、「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」が開催さ
れ、議論の中心となったのは保護基準の在り方と、自立支援に視点をおいた生活保護制度の運用
の在り方であった。まず、生活保護基準の在り方については、 2点について検討された。まず、
第 1点は、現在の生活保護基準の算定方式として採られている、水準均衡方式(一般国民の消費
動向に対応するように生活扶助基準を決定していくという方式)については基本的に妥当である
としているが、今後は、生活扶助基準が一般低所得世帯の消費の実態との均衡が図られているか
を見極めるために、定期的に全国消費実態調査 (5年に 1度、総務省が実施)等の結果を踏ま
え、低所得世帯の生活費なとを分析し、「最低限度の生活」をできるだけ実態と地域性等にあっ
た定義づけを行い、給付水準額を決定していくことにより給付の見直しを行なう新しい制度を起
こすことが検討されている。地域別の生活扶助基準の設定については、市町村合併の動向に配慮
しながら、現行の級地制度の見直し・改正を示唆している。現行の給付額は地域別に 6段階に分
かれ、同じ家族構成で最大3割程度の差が生じている場合もある。近年、物価の地域差は縮まっ
てきている傾向があり、級地制度による給付額の地域差も縮小していく必要がある。筆者が 1993
(平成5)年の全国消費実態調査を基に大阪府下の 1級地の 1、2級地の 1、3級地の 1の各市の消
費実態を比較したことがあったが、 3級地の 1の市が1級地の状況を呈する等、級地どおりの消
費実態とはならなかった。被保護世帯や低所得世帯の消費生活実態を詳細に検証し公平性の確保
が望まれる。
2点目については、前回の中間まとめでも報告されたとおり、加算の在り方が議論された。母
子加算については、ひとり親世帯の消費実態をみた上で、世帯の自立につながるように要件、金
額、名称、についての見直しを行なう必要性を挙げている。
自立支援の在り方については、被保護者の自立と就労支援を一層推進するため、生活保護制度
において、各地方自治体が、その実情に応じた自立プログラムを策定し、これに基づいた組織的'
な取り組みを進めることが必要としている。また、教育支援の在り方については、自立を支援す
る観点から、高等学校への就学費用について、生活保護制度において対応することを検討すべき
としている。
その他、制度運用の在り方では、保護の補足性の原理は維持すべきとし、保護開始時の手持ち
現金や累積金については、社会的公正の確保や一般世帯の均衡に配慮しながら、その金額や趣旨
・目的について、預託制度の活用等を含めての検討を示している。保護開始時の居住用資産につ
いては、それを担保とした生活資金の貸付制度(リバースモゲージ)を積極的に活用すべきと
し、稼働能力の活用については客観的な判断を可能とするための指針の策定が必要であるとし、
- 82-
生活保護制度を考える
扶養義務者の扶養能力の調査については、夫婦問、親子間等については調査を厳格に実施し、他
の扶養義務者については、個々のケースの状況や地域の実情に応じて、各地方自治体が判断して
実施する仕組みとすべきとしている。
2004 (平成 16)年6月4日には、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004Jが閣議決
定され、昨年の「基本方針2003Jの方向に沿って「三位一体の改革」の推進が確認され、国庫
補助負担金の改革のなかに、生活保護費の国庫負担率(給付費を現行の 4分の 3から 3分の 2
へ)の見直しも検討され、平成 17年度の実施に向けて国と地方(全国知事会、全国市長会等)
の間で、激しいせめぎ合いがなされている。
6 まとめ
生活保護制度は半世紀ぶりに改正されるのか、どのような改正がなされるのか、「生活保護制
度の在り方に関する専門委員会Jの当初の検討状況をみると、財政制度等審議会建議に沿った、
財政サイドからの方向で検討が進められたような状況がみられ、生活扶助基準額の抑制、老齢、
母子等の加算の見直し等であった。昨年 12月の「中間取りまとめjでは、老齢加算については
実態と誰離しているとして、廃止を含む見直しが提起され、今年度から段階的縮減が開始され
た。また、多人数世帯の基準についても是正に向けて検討が進んでいる。
しかし、今年に入ってからは、生活保護制度のもっている福祉的側面である「自立Jについて
の議論が積極的に進められてきた。「自立支援」は 1997(平成9)年の「社会福祉基礎構造改革の
方向J(中間まとめ)の中で、これからの社会福祉の基本的な視点として「自立支援」が示され
た。介護保険法でも第 1条の目的に「能力に応じ自立した日常生活を営むことjとして、新制度
のキーワードとして、採りあげられており、今さらの感もするが、生活保護制度が、誰もが利用
しやすい制度になっていくためには、生活保護制度における「自立支援」はこれからの大きな福
祉課題として、受けとめていかねばならない。
専門委員会においては「使いやすく、出やすい制度にjといった方向で議論が進められてい
る。今までの「自立」は、ややもすれば「就労による自立」に重きを置き、最低生活(負のイメ
ージ)からの脱出と捉えられてきた。保護受給者のなかには、様々な要因により長期に受給せざ
るをえない場合も多々あり、「自立Jを狭くとらえるではなく、社会福祉法(第3条:福祉サー
ビスの基本理念、第4条:地域福祉の推進)の中に示されているように、「自立とは、全ての人
が地域社会を構成する一員として、その有する能力に応こ自立した日常生活を営むことであり、
社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加することであるjと考えることにより、広く
国民から信頼を得る生活保護制度(マイナーからメジャーへ)になっていくことが望まれる。
現在の生活保護制度は、 50余年わたり国民の最低生活を保障するために機能してきた。その
役割を果たすためには、社会・経済動向による国民生活の変化に対応するため、毎年最低生活基
- 83-
生活保護制度を考える
準の改定を行ない、世帯構成上の問題には、各種の加算制度が創設され、今日に至っている。ま
た、生活保護制度の実施にあたっては、世帯認定や収入認定の在り方、資産の取り扱い等につい
ては、実施要領を改正することで対応してきたために、制度自体が非常に複雑になりすぎてしま
った。実施機関(福祉事務所)で実際に事務執行を行なっていく現業員(特に新しい現業員)に
とっても制度の理解がしずらく、慣れるのに時間がかかってしまう。それにも増して、利用者に
とって使いやすい制度にしていくには、もっと分かりやすいものにしていくことが必要である。
制度運営も時代的な背景を的確に分析・検討しながら柔軟な対応が望まれるのではないか。
今後、生活保護制度が改正に向けて、議論が進んでいくなかで、自立支援のための実施機関に
おける実施体制の強化(現状では実施主体の財政状況によって自立支援のためのサービスに大き
な地域格差が生まれる)、効果的な自立に向けての支援を確保するための専門性の確保、使いや
すい制度にするための相談体制の整備、保護施設の在り方等、検討課題は山積みであるが、生活
保護制度に関わる多くの人、団体、機関が、それぞれ知恵を出し合って、よい「制度改革jにな
ることを期待したい。
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